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平成１５年度業務実績評価調書：独立行政法人海上災害防止センター

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定）

意見項 目 評定理由評定
中期計画 平成１５年度計画

１．業務運営の効率化に関する目 国家石油備蓄基地の排出油防除資機材１．業務運営の効率化に関する目
標を達成するためにとるべき措置 の維持体制をより効率的なものとするた標を達成するためにとるべき措置 ２
(1) 組織運営の効率化の推進 めに （独）石油天然ガス・金属鉱物資(1) 組織運営の効率化の推進 、
センターは、函館、佐世保、鹿 源機構等と調整のうえ、具体的な効率化石油公団が独立行政法人化され
児島の３箇所に支所を配置してい 計画を立案し、当該計画に基づいて、函ることに伴い、国家石油備蓄会社
る。 館、佐世保及び鹿児島の３支所におけるから受託している国家石油備蓄基
これら３支所の主要業務は、国 排出油防除資機材の維持管理及び訓練業地の排出油防除資機材の維持体制

、家石油備蓄会社から受託している 務の効率的体制について検討を実施しについて、より効率的な体制とす
国家石油備蓄会社が協同で保有す た。る必要が生じたことから、函館、
る「防災艀」の維持管理及び訓練 １６年度の当初に函館支所を廃止する佐世保及び鹿児島の３支所におけ
業務であるが、平成１５年度には ことを決定するとともに、資機材の維持る国家石油備蓄基地の排出油防除
国家石油備蓄会社が廃止され、民 管理については、防災艀方式から陸上保資機材の維持管理及び訓練業務に
間操業会社の設立が予定されてい 管方式に変更するなど所要の見直しを実ついて検討し、検討結果に基づき
る 今後 これに伴って 防災艀 施するなど着実な実施状況にある。。 、 「 」 支所の配置等について見直しを行

う。による防災体制が見直される場合
等においては、支所の廃止も含め
て組織・機構・定員の見直しを行
う。

(2) 業務運営の効率化の推進 事務所借料を削減するため平成１６年(2) 業務運営の効率化の推進
① 一般管理費について、主たる １月、主たる事務所を東京都新宿区高田２
事務所を移転させる等により、中 馬場から東京都中央区明石町に移転する① 一般管理費について、事務所
期目標期間の最後の事業年度にお とともに、業務の一部を横浜市に移転。借料を削減するため主たる事務所
いて、認可法人時の最終年度（平 １６年４月の海防法改正により主たる事を移転する
成１４年度）比で１３％程度に相 務所を神奈川県に変更した。
当する額を削減する。 これにより、事務所借料を年換算で１

４，２５２千円（平成１４年度管理費５
５３百万円に対し約2.6%）削減する等着
実な実施状況にある。
なお、事務所の選定にあたっては、研
修所の所在する横須賀、消防船の定係地
である川崎港、主務官庁の所在する東京
都心との業務連絡を考慮し、かつ、危機



管理業務である１，２号業務の迅速性の
担保及び有害液体物質資機材を保管して
いる横浜への交通を考慮。これらに必要
な事務所面積、機能を確保できることを
条件として選定した結果、現在の事務所
を選択した。

② 事業費について、防災費を除 （独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構 目標の設定にあたっては、経費② 事業費について、経費を削減
き、単価の見直しや事業執行方法 等と調整のうえ、具体的な効率化計画を 削減が事業縮小を目的としているするため国家石油備蓄基地の排出 ２
の改善等を通じて効率化を推進 立案し、当該計画に基づいて、国家石油 ものか、縮小均衡型を目的として油防除資機材の維持体制の見直し
し、中期目標期間の最後の事業年 備蓄基地が必要とする排出油防除資機材 いるものかを含め明確にするととを行う。
度において、認可法人時の最終年 の数量を検討し、他の地域を含めた再配 もに、数値目標を設定すべきであ
度（平成１４年度）比で５％程度 置を実施。資機材の管理方式を防災艀方 る。
に相当する額を削減する。 式から陸上保管方式に変更、訓練方法を 業務実績報告に際しては削減額を

見直しするなど所要の措置を実施するな 記載するのみでなく、削減率も併
ど着実な実施状況にある。 記することが望ましい。
これらの措置により国家石油備蓄にか
かる事業費は、１７，９９２千円（平成
１４年度事業費１，３０８百万円に対し
約1.4％）の削減となった。
１５年下半期分は１２７，９２５千円
１４年度同期分 １４５，９１７千円

(3) 関係機関等との連携の強化 防除作業を進めるうえで、地域の災害(3) 関係機関等との連携の強化
民間船会社及び関係行政機関の 対策協議会との連携は不可欠であり、普水島、大分において、それぞれ ２
知見を活用し、業務の効率的な運 段から関係機関との連携を密にして業務の地域の沿岸海域災害対策協議会
営を図るため、これら機関等との 運営を行うことが必要との観点から、地及び地区石油コンビナート等特別
連携を密にした業務運営を行う 域で実施される予定の訓練計画を前広に防災区域協議会他が主催する訓練

情報収集を実施。機材部の防災資機材運が予定されているため、これらの
搬訓練とも調整を図りつつ、油回収装置地域の訓練に合わせて油回収装置
の運用訓練を実施するべく計画を策定の運用訓練を実施し、関係機関と
し、１５年度は、水島地区及び大分地区の連携を強化する。
海上防災訓練にセンターの油回収装置及
びオイルフェンス展張船を参加させ、関
係機関と連携した訓練を実施。着実な実
施状況であったと認められる。

、(4) 防災措置業務を、より効率 我が国の海上防災業務の一翼を担うセ 年度計画の設定が抽象的であり(4) 防災措置業務を、より効率
的かつ効果的に実施するための方 ンターとして、さらに、危機管理を的確 今後検討を要すると考えられる。的かつ効果的に実施するための方 ２
策についての検討を実施する。 に実施するため、センターの実施する防策について、検討会を設置し、素



災措置業務をより効果的かつ効率的に実案の策定を行う。
施するための方策について、関係機関と
検討会を開催して協議し、素案の策定を
することを計画。
有害液体物質については 「2000年の、
危機物質及び有害液体物質による汚染事
件に係る準備、対応及び協力に対する議
定書 （ＯＰＲＣ－ＨＮＳ議定書）が20」
07年にも発効する見通しであり、これに
対応する体制を整えるための素案を策定
するなど、着実な実施状況である。
また、流出油防除及び海上火災消火の
方策について検討を開始した。

２．国民に対して提供するサービ ２．国民に対して提供する 平成１３，１４年度、従来の油回収船
スその他の業務の質の向上に関す サービスその他の業務の質の向上 の代替として全国１０基地に油回収装置２
る目標を達成するためにとるべき に関する目標を達成するためにと を配備した。
措置 るべき措置 油回収装置は油水回収能力に優れる
(1) 海上防災措置実施事業 (1) 海上防災措置実施事業 が、回収した油水を一時貯蔵するバージ
海上保安庁長官の指示による排 ① 平成１５、１６年度で、油回 の確保や、油水の輸送、仮置き及び最終
出特定油防除措置の実施、船舶所 収装置を配備している全国１０基 処分について、各地域の実情を考慮した
有者その他の者からの委託による 地 横須賀 四日市 和歌山下津 きめ細かな回収計画を策定する必要があ（ 、 、 、
排出油等の防除措置の実施を迅速 大阪泉北、姫路、水島、松山、徳 る。回収装置を有効に活用するため回収
かつ的確に行うために必要な体制 山下松、関門、大分）について、 から最終処分までの一環システムを構築
を確保するため、次の事業を実施 作業船の手配 油回収装置の運用 するために、１５年度のおいては、計画、 、
する。 回収油の輸送及び一時貯蔵、最終 どおり、船舶の輻輳する主要航路を抱え
① 機材部が全国１０基地に保有 処分等を含め、各地域の実状に合 る東京湾の横須賀基地及び瀬戸内海東部
する油回収装置の運用システムの わせて一環したシステムを構築す の姫路基地について、油回収手順等のマ
構築 ることとし、平成１５年度は、船 ニュアル化を行い、日本船主責任相互保
機材部は全国１０基地（横須 舶の輻輳する主要航路を抱える東 険組合や船舶所有者等の関係者に周知す

賀、四日市、和歌山下津、大阪泉 京湾の横須賀基地及び瀬戸内海東 るなど着実な実施状況であった。
北 姫路 水島 松山 徳山下松 部の姫路基地について、マニュア、 、 、 、 、
関門、大分）に油回収装置を配備 ル化を行うとともに、関係者に対
している。近年の海洋環境に関す して事前に周知する。
る国民意識の向上や外国船舶の事
故の増加に伴い、油流出事故発生
時に迅速かつ効率的な防除措置を
実施するため、防災部と機材部が
協力して各配備基地毎に作業船の
手配、油回収装置の運用、回収油



の輸送及び一時貯蔵、最終処分等
を含め、各地域の実情に合わせて
一環したシステムを構築し、マニ
ュアル化を行うとともに、関係者
に対して事前に周知する。

② 契約防災措置実施者の能力の② 契約防災措置実施者の能力の
向上 －向上 －
ア 契約防災措置実施者に対す
る訓練 （平成１５年６月に、２８名の監督職員ア 契約防災措置実施者に対する
排出油等の防除措置に係る知識 の研修を実施済み。訓練
と技能を教授する「海洋汚染対応 １５年度独法化後は、契防者に対する実施予定なし。
コース （国際海事機関ｶﾘｷｭﾗﾑに 訓練を実施していないため、評価の対象」 （注）平成１５年６月に、２８名
準拠）を修了した契約防災措置実 とならず ）の監督職員の研修を実施済み。 。
施者の監督職員数を増加させるた

。め、毎年度研修を実施する

イ 巡回研修会 毎事業年度５地区を対象に職員を派遣イ 巡回研修会
地方における巡回研修会に し、契約防災措置実施者の職員等を対象茨城、岡山の２箇所において巡 ２
参加した契約防災措置実施者の職 とした巡回研修会を実施。回研修会を行い契約防災措置実施
員数を増加させるため、毎年度、 防除活動時の共通認識の確立、防災能者の能力向上を図る （注）平成。
全国において契約防除措置実施者 力の向上を目的とし、計画どおり、茨城１５年４月～９月末の間に 山形、 、
を対象とした巡回研修会を実施す 地区、岡山地区の２カ所において巡回研福井、長崎において実施済み。
る。 修会を実施。着実な実施状況であったと

認められる。
２地区の参加予定者は当初３０名とし
ていたが、合計１６０名の参加が得られ
た。

（注）平成１５年４月～９月末の間に、
山形、福井、長崎でも巡回研修会を実施
し、合計２０５名が参加している。

(2) 機材事業 (2) 機材事業 流出油事故発生時において使用する資
① 船舶所有者等の排出油防除資 ① 全国３３基地に配備してある 機材を常に良好な状態で保管管理し、緊２
材の備え付け及び油回収装置等の オイルフェンス等の排出油防除資 急時に備えるため、計画どおり、全国３
配備義務者に代わってオイルフェ 材について、毎月保管状態を目視 ３基地に配備している排出油防除資機材
ンス等の排出油防除資材を全国３ 点検し、不具合が発見された場合 の定期点検を実施、全国１０基地の油回
３基地に、油回収装置等を全国１ には修理等を行い緊急時の使用に 収装置等の作動確認等の点検を行い、流



０基地に配備する。 備える。また、全国１０基地に配 出油事故に迅速・的確に対応できる体制
備してある油回収装置等につい を維持するなど着実な実施状況であっ
て、毎月各装置の作動確認及び手 た。
入れを実施し、不具合が発見され
た場合には修理等を行い緊急時の
出動に備える。

② 事故発生時に迅速に排出油防 ② 排出油防除資材を管理してい 流出油事故発生時において、油防除作
除資材を事故現場に搬出し、油回 る１９基地において搬出訓練を、 業が円滑に実施できるよう、排出油防除２
収装置等を確実に運用できるよう 油回収装置を管理運用している５ 資材を管理している１９基地において搬
各基地で毎年度１回の訓練を行 基地において運用訓練を行う。 出訓練、油回収装置を管理運用している
う。 （注）平成１５年４月～９月末の ５基地において運用訓練を実施するなど

間に、排出油防除資材については 着実な実施状況であった。
１４基地（室蘭、函館、新潟、伊
良湖、四日市、尾鷲、上五島、福 （注）平成１５年度前半、排出油防除資
井、久慈、むつ小川原、串木野、 材については１４基地、油回収装置につ
秋田船川、関門、大阪泉北 、油 いては５基地において訓練を実施した。）
回収装置については５基地（四日
、 、 、 、市 和歌山下津 大阪泉北 関門
松山）において訓練を実施済み。

(3) 海上防災訓練事業 (3) 海上防災訓練事業 船員法の規定に基づくタンカー乗組員
① 訓練の重点化 ① 訓練の重点化 に対する訓練に重点をおいた訓練計画を２
1978年の船員の訓練、資格証明 海上防災訓練の実施について 策定。標準コースを５回、消防実習コー
及び当直維持の基準に関する国際 は、船員法の規定に基づくタンカ スを４回実施し、それぞれ１６５名、１
条約に基づく船員法の規定による ー乗組員に対する訓練に重点をお ６２名の受講者に対し、油火災およびガ
訓練に重点化を図った訓練計画を いて計画し、期間中に標準コース ス火災に対応する消火実習を主体とした
策定し、訓練を実施する。 （５日間）を５回、消防実習コー 訓練を実施するなど着実な実施状況であ
特に、消防訓練を受けること ス（２日間）を４回それぞれ開催 った。

が必要な危険物積載船に乗り組む する。
上級船舶職員に対しては、消火実 標準コース５日間のうち２日
習に主体をおいた計画を策定し、 間を消火実習として消火実習に主
訓練を実施する。 体をおいた計画とし、１日は油火

災消火実習、他の１日はガス火災
消火実習としている。また、消防
実習コース（２日間）についても
同様に油火災消火実習及びガス火
災消火実習をそれぞれ１日ずつと



している。

② 有益な訓練の実施 ② 有益な訓練の実施 アンケートは、標準コース５回の参加
海上防災訓練の実施に当たって ５回の標準コースについて、訓 者１６５名を対象に実施した。有益な訓２
は、訓練参加者に対して訓練終了 練参加者に対して訓練終了後にア 練にむけて着実な実施状況であった。
後にアンケートを実施する また ンケートを実施する。平成１５年 アンケートの概要、分析結果、改善策。 、
同アンケートにより７０％以上の 度末にアンケートの結果を取りま 等の詳細は、別紙のとおり。
参加者から当該訓練が有益な訓練 とめ、分かり易い講義であったか 今回の訓練が今後の仕事に役立つと思
であるとの評価を得るため、講義 どうか等について評価を行った上 うかとの設問では、受講者全体の86.7%
方法の改善等を行い分かり易い講 で、講義方法の改善等を行う。ま から「役立つ 「どちらかといえば役立」
義を実施する。 た、評価結果を踏まえた改善等を つ」との回答を得た。
アンケート結果を踏まえ自己 行うことにより、次年度において また 有益な訓練を問う設問では 消、 、「

評価を行った上で、更に、独立行 当該訓練が有益な訓練であるとの 防実習全般 「模擬機関室消火 「保護」 」
政法人評価委員会の評価を受け 評価を７０％以上の参加者から得 具（スモークルーム 」などの実習が評）
る。 られるようにする。 価できるとした回答が多く、今後、タン

更に、評価結果及び評価結果 カーの乗組員となる受講者にとって、国
を踏まえた改善等については、独 内唯一の消防演習施設を使用した本訓練
立行政法人評価委員会の評価を受 コースは、業務上有益と評価されたもの
ける。 と分析。

スライド等の視覚教材が見えずらい等
の問題については、プロジェクター装置
の新替を計画している （１５年度末換。
装済み）

(4) 調査研究等事業 (4) 調査研究等事業 日本海難防止協会からの受託事業とし 調査研究を実施した事項について
① 過去の事故対応の経験等を活 受託事業として「危険物の海上 て仕様書に基づき「危険物の海上輸送時 委託元の評価を確認することが望２
用し、海上防災措置に必要な資機 輸送時の事故対応策の研究（ＨＮ の事故対応策の研究（ＨＮＳ標準防除手 ましい。
材を開発するとともに、海上防災 Ｓ標準防除手法調査等に係る業 法調査等に係る業務 」を実施し契約を）
措置の改善に役立つ技術について 務 、日本財団助成事業として 履行した。）」
調査研究を行う。 「流出油事故対応のための一般資 自主的に「流出油事故対応のための一

機材及び複合的な防除手法に関す 般資機材及び複合的な防除手法に関する
る調査研究」及び「杉樹皮製油吸 調査研究」及び「杉樹皮製油吸着材の有
着材の有効利用及び微生物分解処 効利用及び微生物分解処理技術に関する
理技術に関する調査研究」を実施 調査研究」を計画し、公益性の高い事業
する。 としてセンターが行う必要があるものと

して、日本財団の助成を得て調査研究を
実施した。平成１５年度は、前者におい
て、自己撹拌型油分散剤の散布に使用す
る「航空機用散布装置」を開発した。



② 調査研究の成果（受託研究を ② 日本財団助成事業について センターの開設ページを日本財団のホ センターの開設ページにも研究
除く ）をホームページ上で公開 は、調査研究の成果をホームペー ームページにリンクさせ、日本財団助成 成果を公表してほしい。。 １
し、成果の普及・啓発を図る。 ジ上で公開し、成果の普及・啓発 事業の調査研究成果を広く公開してい

を図る。 る。

③ 自主研究を実施する場合は、 自主研究、受託研究、補助事業の
外部評価を実施し、その結果をホ 平成１５年度は該当事項なし。 意味を明確にし、年度計画に反映－
ームページ上で公開する。 させることが望ましい。

(5) 国際協力推進事業 (5) 国際協力推進事業 わが国のタンカールートに位置する東
① 過去の事故対応の経験等を活 ① 東南アジア諸国関係官庁の防 南アジア５カ国１３名の防災機関担当者３
用し、開発途上国等からの要請を 災担当者及びその他開発途上国関 を招へい。現地の海上防災体制を強化す
受け、海上防災のための措置に関 係機関の防災従事者等向けに、流 る目的で国土交通省から委託を受けて、
する指導及び助言を行うととも 出事故に対応する緊急時計画策定 平成１３年度から実施している「地域緊
に、国際海事機関のｶﾘｷｭﾗﾑに準拠 支援を盛り込んだ国際海事機関の 急時計画策定支援事業 （ODA事業）を」
した訓練を海外からの研修員に対 カリキュラムに準拠した訓練内容 継続実施、国際海事機構トレーニングカ
して実施し、海上防災に関する知 等で構成する外国人研修 ２週間 リキュラムに準拠した２週間の訓練コー（ ）
識・技能を移転する。 を１回実施し、海上防災に関する スを実施した。

知識・技能を移転する。
さらに、１５年度の年度計画には計画
されていなかったが、ODA事業のほか、
海技大学校からの委託によるJI C A研修
「 （ ） 」情報技術応用海事 航海 研修コース
「海事安全教育訓練（機関）コース 、」
海上保安協会からの委託による「JICA集
団研修（救難・防災）コース 、アラビ」
ア石油㈱からの委託によるクウェイト人
人材育成プログラム「火災消防・流出油
対応２週間コース」の委託事業を引き受
け、１２カ国２９名の外国人研修を実施
し、国際協力を推進するなど、特に優れ
た実施状況であった。

② 訓練の実施に当たっては、訓 ② 外国人研修について、訓練参 アンケートは、外国人研修（ＯＤＡ事
練参加者に対して訓練終了後にア 加者に対して訓練終了後にアンケ 業）参加者１３名を対象に実施。有益な２
ンケートを実施する。また、同ア ートを実施する。訓練終了後にア 訓練を目指し、着実な実施状況にある。
ンケートにより７０％以上の参加 ンケートの結果を取りまとめ、訓 アンケートの概要、分析結果、改善策
者から当該訓練が有益な訓練であ 練内容がニーズを踏まえたもので 等は詳細は別紙のとおり。
るとの評価を得るため、講義方法 あったか、また、分かり易い講義 座学及び実習に対する理解度を２５項



の改善等を行い分かり易い講義を であったかどうか等を評価し、評 目別に設問したところ２１項目において
実施する。 価結果を委託元に報告することに ８割以上の者から「大変良かった 「良」
アンケート結果を踏まえ自己 より、事業計画への反映に努める かった」との評価がなされた。

評価を行った上で、更に、独立行 とともに、講義方法の改善等を行 訓練の有益性に関する設問では、すべ
政法人評価委員会の評価を受け う。また、評価結果を踏まえた改 ての受講者から「役立つ」との評価を受
る。 善等を行うことにより、次年度に けることこととなった。今後は設問を４

おいて当該訓練が有益な訓練であ 段階評価にする等の工夫も必要である
るとの評価を７０％以上の参加者 が、この高い評価は、座学講義と実習訓
から得られるようにする。 練を交互にリンクさせた当センターなら
更に、評価結果及び評価結果 ではのカリキュラムの効果であると分析

を踏まえた改善等については、独 している。
立行政法人評価委員会の評価を受 なお、今後、評価の低かった法規関係
ける。 等の講義において研修生の興味、関心を

得られるよう、さらに分かり易く、有益
な訓練コースを実施することとしてい
る。

３．予算、収支計画及び資金計画 ３．予算、収支計画及び資金計画 自己収入の確保に努め自立的な運営が
(1) 自己収入の確保 (1) 自己収入の確保 行われている。２
センターの収入は、基金及び特 出資金及び出えん金を地方債等
別積立金の利息収入の他、火災・ で運用し利息収入を得る他、国家
油流出事故に対応した場合の防災 石油備蓄会社からの排出油防除資
負担金収入、受託業務収入、消防 機材の維持業務、危険物の海上輸
船の警戒料、資機材備付証明書発 送時の事故対応策の調査研究、地
行料、訓練受講料等の自己収入で 域緊急時計画策定支援事業、石油
全て賄っており、今後とも自己収 連盟からの資機材の保管・定期点
入の確保を図り、自立的な運営を 検事業及び油汚染対策推進研修会
行う。 開催事業の受託事業収入、並びに

タンカーに対する消防船の警戒
料、船舶所有者等に対する資機材
備付証明書発行料及び船員等の訓
練参加者からの受講料等により自
己収入を確保する。

(2) 予算（人件費の見積を含
む ） 予算等については計画に基づき適切に。 (2) 予算 ２
(3) 平成１５年度（10月1日～） 執行されたものと評価。(3) 収支計画

(4) 資金計画～平成１９年度収支計画
(4) 平成１５年度（10月1日～）



～平成１９年度資金計画

４．短期借入金の限度額 ４．短期借入金の限度額
排出油防除措置に必要な額とし 排出油防除措置に必要な額とし 平成１５年度は該当事項なし。.－
て、1,100百万円を短期借入金と て、１，１００百万円を短期借入
する。 金とする。

５．重要な財産を譲渡し、又は担 ５．重要な財産を譲渡し、又は担
保に供しようとするときは、その 保に供しようとするときは、その 平成１５年度は該当事項なし。.－
計画 計画
なし なし。

６．剰余金の使途 ６．剰余金の使途
剰余金は予定していない。 剰余金は予定していない。 平成１５年度は該当事項なし。.－

７．その他業務運営に関する事項 ７．その他主務省令で定める業務
(1) 施設整備に関する計画 運営に関する事項 平成１５年度は該当事項なし。.－
消防演習場等の訓練施設及び２ (1) 施設・設備に関する計画
隻の消防船について、計画的に修 施設・設備の修繕の予定なし。
繕を行い業務遂行に必要な機能を （注）平成１５年４月から９月末
維持する。 の間に、訓練船１隻の中間検査及

び消防船２隻の上架修理実施済
み。

(2) 人事に関する計画 (2) 人事に関する計画 平成１５年度は 常勤職員数３０名 出 各部門の職員が持つべき技術・、 （
海上防災業務を的確に実施する ① 方針 向職員１８名（船社５名、関係機関(海 能力を明らかにし、これに基づい２
ための人事配置とする。 職員の配置に関して、油流出事 保12名、財務１名 ）及び専属職員（プ た人員配置計画等を今後策定すべ）

故及び船舶火災等に対応する防災 ロパー）１２名）で業務を実施した。 きではないかと思われる。
業務、船員等に対する訓練業務、 船社からの出向者は、タンカーの船長
消防船及び油回収装置等の維持管 等を経験し、船の油防除等の対応を熟知
理業務、海上防災に関する調査研 している者であり、また、海上保安庁か
究業務、その他の業務を行うに当 らの出向者は、海上防災にかかる法令や
たり適正な人事配置とする。 油防除技術など専門的な知識技能を有し

ている者である。
センターは、これら出向者の知見を最
大限に活用して年度計画に掲げた業務を
実施しており、約半数の出向者を受け入
れることで、強化すべき業務に適時・適
切な人材を配置することが可能になると
ともに、関係機関との円滑な業務提携が



実施可能になる等、出向者を受け入れる
重要性は大きい。
一方で継続性をもってセンター業務を
実施する者の人材育成も重要であり、年
齢構成の偏向にも配慮し、適性な人事配
置とするなど、着実な実施状況にある。

② 人員計画 センターは平成15年度は、３部（総務
、 、 ） （ ）、年度末の常勤職員数を年度当初 部 防災部 機材部 １所 防災訓練所２

と同数とする。 ３支所（函館、佐世保、鹿児島）におい
（参考１） て、職員３０名の少数体制で全国の沿岸
(1)年度当初の常勤職員数３０人 の油流出事故及び船舶火災等に対応する
(2)年度末の常勤職員数 ３０人 防災業務、船員等に対する訓練業務、消
（参考２） 防船及び油回収装置等の維持管理業務、
平成15年度の人件費総額見込み 海上防災に関する調査研究業務、その他
１９５百万円 の業務を実施している。

業務の効率化、コスト削減のため、平
成１４年度には神戸支所の廃止、１５年

（ 、度当初には理事１名及び職員２名 函館
） 、佐世保支所 を削減するなど改善に努め

１６年度当初から防災訓練所の教官１名
を削減する予定。
１５年度においては、人員計画どおり
３０名で業務を実施、着実な実施状況で
あった。

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。
３点：中期目標の達成に向けて特に優れた実施状況にあると認められる。
２点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。
１点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。
０点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められず、業務改善が必要である。
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。



平成１５年度業務実績評価調書：独立行政法人海上災害防止センター

総合的な評定

業 務 運 営 評 価（実施状況全体）

極めて順調 順 調 概ね順調 要努力 評定理由

各項目の合計点数＝３８

○ 項目数×２＝ ３８

下記公式＝ １００ ％

＜記入要領＞ ・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が１３０％以上である場合には 「極、

めて順調」とする。

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が１００％以上１３０％未満である

場合には 「順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が７０％以上１００％未満である場
合には 「概ね順調」とする。、

○（各項目の合計点数）／（項目数に２を乗じた数）が７０％未満である場合には 「要努、

力」とする。

・但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位

又は下位のランクに評価を変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変

更することができる。

自 主 改 善 努 力 評 価

評 定 評 定 理 由

相当程度の実践的努力が認められる 有害液体物質等流出事故の対応体制の強化、油回収装置の改良な

ど業務の改善・効率化への積極的な取り組み、暗視双眼鏡、ＩＴ化
による消防船の通信機能の強化等、時代の流れに沿った技術導入な

ど相当程度の実践的努力が認められる。

＜記入要領＞ ・自主改善努力が意欲的かつ前向きで、優れた実践事例として認められる場合には、評定欄

に「相当程度の実践的努力が認められる」と記入し、認められない場合には「－」と記入す

る。いずれの場合においても、その右の「評定理由」欄に、取組みの事例を含め、その理由

を記入する。

業 務 全 般 に 関 す る 意 見

・１５年度において効果的・効率的な業務のあり方について、学識経験者等の知見を活用した委員会を計画
し、検討を開始するなど、業務改善にむけた努力は評価できる。
・年度計画のそれぞれの評定理由欄に記載したとおり、１５年度計画は、着実な実施状況にあると認められ
る。
・今年度は、評価期間が６ヶ月と短かったこともあり、１５年度計画の中期計画における位置づけがわかり
づらい点もあるので、今後、年度計画策定にあたっては改善が必要である。

＜記入要領＞ ・業務運営評価及び自主改善努力評価を踏まえ、本欄には、総合的な評定について必要な場
合に付される意見を記入する （業務運営評価、自主改善努力評価及び本意見をもって総合。
的な評価とする。




